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令和４年度第１回金沢市行政改革推進委員会 会議概要 

 

１ 日時  令和４年７月 14 日（木）午前 10 時 00 分～午前 11 時 55 分 

 

２ 場所  金沢市役所第二本庁舎 2301 会議室（リモート会議方式）  

 

３ 出席者（委員及び本部員等）  

委員 

(14名) 

 

合田 篤子(委員長) 

山口 いづみ 

小杉 雄二 

細井 一夫 

前 千代子 

枡田 和枝 

中島 一茂 

坂下 清司 

濱崎 英明 

川端 知哉 

横山 邦春 

本谷 悦子 

佐藤 絢子 

山﨑 裕司   （敬称略） 

本部員等 

(14名) 

(行政改革推進本部員 ) 

副市長 

公営企業管理者  

都市政策局長  

総務局長 

農林水産局長  

市民局長 

福祉健康局長  

こども未来局長  

環境局長 

会計管理者 

市立病院事務局長  

教育次長 (教育長代理 ) 

企業立地課長 (経済局長代理 ) 

相川 一郎 

平嶋 正実 

新保 博之 

松田 滋人 

山森 健直 

松田 俊司 

高柳 晃一 

藤木 由里 

加藤 弘行 

朝倉 豊 

荒舘 誠 

上寺 武志 

川崎 徹 

(行政改革推進本部幹事) 

デジタル行政戦略課長  佐野 宏昭 

 

４ 議題 

(1) 金沢市行政改革大綱（第７次）に基づく行政改革実施計画の取組状況等について  

(2) 次期金沢市行政改革大綱の策定について  
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(1) 金沢市行政改革大綱（第７次）に基づく行政改革実施計画の取組状況等について  

No 委員の意見要旨  回答要旨  

1 

 

〔職員に関する重点目標〕に

関して  

・職員に関する重点目標につい

て 、 組 織 や 事 務 事 業 の 見 直

し、企業局執行体制の見直し

等により、総定数を 33 人削減

したことになっているが、そ

の内訳はどのようになってい

るか。 

・「人口千人当たりの職員数が

中核市平均より極めて少ない

状況」とあるが、他の中核市

は 何 人 で 金 沢 市 は 何 人 な の

か。 

・「今後、福祉部門などで職員

配置の拡充が求められる」と

あるが、何人の増員を予定し

ているのか。また、介護福祉

士 等 の 資 格 も 必 要 と す る の

か。 

 

 

（総務局長）  

総定数の 33 人削減の内訳としては、増員が 60

人、減員が 93 人である。増員の主な理由として

は、保健所及び新型コロナワクチン接種推体制

の強化や、来年度に控える国民文化祭の準備、

市立病院や消防の救急体制の強化などがある。

減員の主な理由としては、ガス・発電事業譲渡

に伴う執行体制の見直しや、西南部共同調理場

の委託化、ごみ収集体制の見直しなどがある。 

金沢市の職員数については、一般行政部門に

おいて、人口 1,000 人当たりの職員数が 3.76 人

であり、中核市 62 市のうち、最小となってい

る。なお、平均は 4.62 人である。  

福祉部門などでの職員配置の拡充について

は、資格職を含め具体的な増員数などは定めて

いないが、児童相談所における児童心理司の配

置基準への対応などを含め、行政需要に応じた

人材の確保・配置に努めていく。  

2 

 

〔学校給食費の公会計化〕に

関して 

「 2143 学校給食費の公会計

化」について、現状の処理と公

会計化することによってどのよ

うなメリット・デメリットがあ

るのか。  

 

 

（教育次長）  

 全国の多くの自治体では、学校給食費は私

会計として学校で管理され、給食費の徴収や

未納者への督促などの収納管理業務が各学校

で行われており、これまで本市においても同

様に、各学校から徴収された給食費をもっ

て、調理場で食材の調達を行ってきた。  

令和元年、文部科学省から教職員の業務負

担の軽減等を図るため、学校給食費の公会計

化を促進するガイドラインが示され、本市に

おいても公会計化への移行を進め、本年４月

から本格実施している。  

公会計によるメリットとしては、給食費の

徴収業務等の不要による教職員の業務負担の

軽減、コンビニエンスストアやスマートフォ
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

ンでの納付方法の多様化による保護者の利便

性の向上、システム管理による徴収・管理業

務の効率化などの効果があると捉えている。  

一方、デメリットとしては、これまで各学

校が行ってきた収納管理業務を教育委員会が

担うことになることから、市職員の一定の負

担増が見込まれている。  

3 〔ひとり親家庭等学習支援ボ

ランティア〕に関して 

「 47 ひとり親家庭等学習支

援ボランティアの登録者数」に

ついて、ひとり親家庭等の子ど

もに対して、大学生などの学習

ボランティアを派遣し、学習支

援を実施した子どもの数は何人

か。また、この派遣に対して費

用はどれだけかかるのか。  

 

 

（こども未来局長）  

各年度における学習支援を実施した子供の数

と派遣にかかる経費は、令和元年度は、子供 72

名で延べ派遣回数835回、5,912千円、令和２年

度は、子供89名で延べ派遣回数966回、6,397千

円、令和３年度は、子供98名で延べ派遣回数

1,149回、6,931千円である。なお、この経費に

は、マッチング等を行うコーディネーターの人

件費も含まれている。 

令和３年度では子ども１名あたりの年間費用

は単純計算で約７万円であり、活動費のみであ

れば約４万５千円となっている。  

4 〔公共施設等のキャッシュレ

ス決済〕に関して 

「 2219 公共施設等のキャッ

シ ュ レ ス 決 済 の 拡 大 」 に つ い

て、これまでの成果と今年度の

拡大予定箇所は。また、１箇所

あたりの予算は。  

 

 

（会計管理者）  

これまでの成果については、令和２年度か

ら、市民課や税の窓口のほか、市内 14か所の市

民センターにおいて、クレジットカード決済

や、スイカなどの電子マネー決済、スマホを用

いた二次元コード決済など、各種キャッシュレ

ス決済の導入を開始し、令和３年度には、 ITビ

ジネスプラザ武蔵や、金沢広域急病センターの

利用料などにも利用を拡大してきた。  

今年度の拡大予定については、６月から、近

江町交流プラザや幼児相談室など、 39の公共施

設の窓口において、スマホを用いた JPQRなどの

二次元コードによるキャッシュレス決済の拡大

を図ったところである。 

また、１箇所あたりの予算については、今年
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

度導入したキャッシュレス決済が利用者のスマ

ートフォンから二次元コードを読み取ってもら

う方法であることから、導入経費や市が負担す

る通信料は発生せず、決済手数料として、 39か

所全体で８万円の予算を見込んでいる。  

5 〔住民税額試算・申告書作成

システム〕に関して 

「 2224 住民税額試算・申告

書作成システムの導入」につい

て、国税庁では確定申告をする

システムがあるが、住民税のシ

ステムの必要性及び利便性につ

いて確認したい。また、他の市

では導入実績があるのか。予算

規模は。  

 

 

（総務局長）  

本市の個人住民税については、例年１月末に

市民税課から発送した申告書に手書きで記入

し、郵送で提出していただくか、市民税課窓口

や申告特設会場において、手書きで申告してい

ただいている。  

このシステムの導入により、市役所に出向く

ことなく、住民税額の試算や申告書の作成が可

能となり、市民サービスの向上は勿論、窓口の

混雑解消にもつなげていきたいと考えている。  

他都市の導入実績（令和３年度）について

は、中核市で 18市、県内他市町では２市が導入

しており、また、システムの導入にかかる予算

は40万円である。  

6 〔ガス・発電事業譲受会社の

経営状況確認〕に関して 

「 2247 ガス・発電事業譲受

会社の経営状況確認の実施」に

ついて、ガス・発電事業譲受会

社の経営状況をどのように確認

するのか。どのような項目を確

認するのか。  

 

 

（公営企業管理者）  

今後、ガス事業・発電事業譲渡契約に基づ

き、事業譲渡先の金沢エナジー株式会社から、

事業経営計画、会社法に基づく計算書類、年次

報告書、クレーム対応状況などの各種報告がな

されるほか、金沢エナジー株式会社との情報交

換連絡会を定期的に開催することとしている。  

これらの報告等を通じて、経営安定化の状況

を確認するとともに、ガスの安定供給や料金水

準、多様なサービスの提供など、譲渡契約の履

行状況等を確認していくこととしている。  

7 〔長期的視点に立った健全な

行財政運営〕に関して 

「 3 長期的視点に立った健全

な行財政運営」について、進捗

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 数値目標の項目は最終年度に達成状況を評
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

率が低いと思われるが、低い結

果となっている要因について教

えてほしい。又、今年度どの程

度、進捗率が上昇するのか予想

値を教えてほしい。  

価することとしているため、特に数値目標の

割合が高い「長期的視点に立った健全な行財

政運営」の進捗率が低くなったものである。  

数値目標14項目のうち、今のところ保育料

収入率を除く 13項目は、最終目標の達成に向

け順調に実績を残しており、これらが達成で

きれば、進捗率はおよそ70％となる。また、

もともと令和４年度に達成することを予定し

ている事業もあることから、概ね順調に進ん

でいると考えている。  

8 〔職員に関する重点目標〕に

関して 

職員に関する重点目標につい

て、ここで言う職員とは、無期

雇 用 、 有 期 雇 用 （ い わ ゆ る 正

規、非正規）含めたものか。そ

うであるなら中身の数字を教え

てほしい。  

 

 

（総務局長）  

 「職員定数」には、正規職員と定年後にフル

タイムで再任用した職員が含まれるが、その内

訳まで定めてはいない。 

また、短時間勤務の再任用職員や会計年度任

用職員については、当該定数には含まない。  

なお、令和４年４月１日現在で、正規職員は

3,188人（68%）、非正規職員は1,507人（32%）と

なっている。  

9 〔次期地域コミュニティ活性

化推進計画〕に関して 

「次期地域コミュニティ活性

化推進計画の策定」について、

新型コロナウイルス感染拡大防

止策と言うことで、地域コミュ

ニティの活動がかなり制約され

ている。結果として、顔を合わ

せる機会が減る、地域の連帯感

や若い世代の人達の参加意識が

薄らぐ等、運営に関して影響が

出ていると感じている。このこ

とについて実際、地域コミュニ

ティの運営に携わる人たちの声

や現場の実態はどうなっている

か。 

 

 

（市民局長）  

 新たな計画を策定するにあたり、 1,300ほどあ

る単位町会にアンケートをとることとしている

が、その結果はまだ出ていないことから、直

接、町会の方からお伺いしている内容について

答弁させていただく。  

コロナ禍の影響により、地域の行事等の開催

に関しては慎重になっているというお話はお聞

きしている。一方で、オンラインを活用しよう

という声もあがってきており、市としては電子

回覧板アプリの導入を支援するなどの事業を実

施している所である。 

また、感染対策が広く浸透してきたこともあ

り、地域におけるコミュニティ活性化プランの

策定やその具現化等に関して支援を行う「地域
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

コミュニティ活性化事業」についても、令和２

年度は９件の採択であったが、昨年度は 16件が

採択され、今年度は２回募集し、22件の申請が

あったことから、地域においても感染対策に十

分に気をつけながら、実施できるイベントを実

施している状況にあると捉えている。  

 

（副市長）  

今年度は、感染対策を十分に行った上で百万

石まつりを開催させていただいた。地域の皆様

の伝統行事や祭りに対する機運がある中で、な

んとか一緒にやれないかという思いで、開催す

ることができたことを補足させていただく。  

10 〔税金の納入への電子決済の導

入〕に関して 

「電子申請システムへの電子

決済の導入」について、クレジ

ットカードによる電子決済サー

ビスを開始したとあるが、税金

の 納 入 に 拡 大 す る 考 え は あ る

か。また、インターネットバン

キ ン グ に 対 応 す る 振 り 込 み や

ATM から振り込み可能な納付書

の発行などへの拡大はないか。

（コンビニに行く手間、コンビ

ニで大金を納入する心配あり。

市 民 税 に つ い て 口 座 振 替 以 外

は、在宅で支払う（振込む）方

法がないことから（滞納者対策

でなく）普通に納入してくれる

納税者へのサービス向上の観点

から導入できないか。） 

 

 

（総務局長）  

 地方税共同機構が運用する eLTAXにおいて、令

和元年10月から、法人市民税・事業所税・市県

民税（特別徴収、退職所得）の電子納付が可能

となっている。令和５年４月から電子納付の対

象税目が拡大し、固定資産税・都市計画税、軽

自動車税（種別割）、市民税（普通徴収）につ

いて、クレジットカードによる納付、インター

ネットバンキング、ペイジー番号発行（ ATM 等

へのキー手入力用の番号発行）等による納付が

可能となる予定である。 

eLTAXの税目拡大に対応するため令和４年度中

に税務システムを改修するともに、令和５年４

月以降の納付書に地方税統一 QRコードを付し、

電子納税に活用できるよう準備を進めている。  

11 〔問診票等の電子申請化〕に

関して 

市立病院の人間ドックの問診

票 等 の 電 子 申 請 化 が で き な い

か。 

 

 

（市立病院事務局長）  

 行政分野のみならず、医療分野におけるデジ

タル化についても重要な課題と認識している。  

市立病院では外来において、初診の際の AI 問
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

診やマイナンバーカードを利用した顔認証によ

る保険資格のオンライン確認などをすでに導入

している。  

今後更に医療サービスの向上や業務の効率化

を図るため、ご提案の人間ドックの問診票等の

電子申請化も含め、病院のデジタル化の推進に

向けて、検討を行っていきたい。  

12 〔金沢方式〕に関して 

公民館の新築費及び修繕費や

消防車（ポンプ車や予備車）の

買替など金沢方式による地元負

担は、たいへん重荷になってい

る。この様な情勢から、全体的

に地元負担のより軽減を求めた

いが、いかがか。  

 

（都市政策局長）  

 地域が一定の負担をしながら自主的運営を行

う「金沢方式」は、活動の自主性・自立性を担

保することで、地域の連帯を強め、協働を育む

ために大きな役割を果たしてきた仕組みと認識

している。  

他方、これから人口減少・少子高齢社会が進

展する中で、地域負担の見直しが必要との声が

あることも承知しており、庁内横断のプロジェ

クトチームにおいて検討していきたい。  

13 〔地域コミュニティ活性化〕

に関して 

これまでは、地域で、高齢者

や子どもたちの交流が盛んに行

われていたが、新型コロナウイ

ルスの影響で、集まるどころか

話すこともできなくなった。新

型コロナウイルスの感染状況が

落ち着いたとしても、生活行動

や考え方はもとに戻らないと思

うが、今後の地域コミュニティ

活性化に対する市の考え方を伺

う。 

 

 

（市民局長）  

 感染対策が広く浸透してきたこともあり、地

域においても、様々な工夫を凝らしながらイベ

ントを再開していきたいという声を聞いてお

り、市として支援していきたいと考えている。

コロナ禍におけるイベント開催については、地

域の皆様の意見が多様化していることから、ど

こまで意見を反映させることができるか検討し

ているところである。  

ただ、オンライン会議に対しての抵抗感は薄

れてきており、オンライン参加が安心できる方

にはオンラインで、現地が良い方は現地で、と

いうように、選択肢は増えてきていると認識し

ている。  

また、公民館活動においても、たとえば成人

式の出欠をアプリで管理するような先進事例も

あることから、そういった取り組みに対しても

市として支援できないかを考えてまいりたい。 
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

コロナ禍の影響が続く状況下であるが、地域

コミュニティの活性化については、引き続き推

進していきたい。  

14 〔行政改革ご意見箱〕に関し

て 

金沢市行政改革大綱（第７

次）において、「ホームページ

に「行政改革ご意見箱」を設置

し、積極的に市民からの意見や

提案の把握に努めます。」とあ

るが、反響はあったのか。ま

た、どのような意見や提案があ

ったのか。 

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 行政改革ご意見箱は、市民から行政改革に関

する幅広い意見を募るため、平成 23年の第５次

の行政計画大綱に掲げ、現在も継続しているも

のである。  

ここ10年の実績でいえば、35件のご意見をい

ただいており、直近では、「国民健康保険料の支

払いに「ｄ払い」を追加してほしい」「近隣市町

村と合併し政令指定都市になるべき」「不足して

いる学童クラブに対するご提案」など内容も

様々である。  

当然、実施が困難なご提案もあるが、意見が

届き次第、所管する担当課に送付し、適宜対応

を検討している。  

ただし、現状、市の職員が出向いて市民の意

見を聞く機会や、逆に市役所にお越しいただく

など、多様な手段でご意見を頂戴する機会があ

る中で、ご意見箱が今後も必要かについては、

次期計画の中で改めて検討していきたい。  

15 〔障害者の防災活動〕に関し

て 

 東日本大震災における障害者

の死亡率について、目に見えに

く い 障 害 （ 聴 覚 障 害 者

（ 1.36％））は、肢体不自由者

（ 1.26 ％ ） よ り 割 合 が 高 い

（NHKハートネット調べ）。  

行政改革実施計画においては、

障害者の防災活動に関する取り

組みは記載されていないが、社

会的弱者である様々な障害者に

対して、障害者本人への防災意

識の普及活動や、災害時の対応

 

 

（福祉健康局長）  

 本市では、障害のある方の防災意識の向上に

向け、毎年度、各障害者団体を対象に「障害者

防災懇談会」を開催し、災害に対する日頃から

の備えとして役立つ事例や防災対策を紹介して

いる。各団体では、この懇談会の結果をそれぞ

れの会員に対して伝達研修等を行っている。  

また、それぞれの障害のある方の障害福祉サ

ービス等利用計画の作成にあわせて、災害時や

家族が急病の時などの対応について定める「か

なざわ安心プラン（クライシスプラン）」を作成

し、障害のある方の災害時の対応方法などをあ
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策はあるのか。 らかじめ話し合い、支援者と共有することとし

ている。  

さらに、障害のある方や高齢者など避難行動

要支援者の名簿を作成し、地域の自主防災組織

等へ提供しているが、昨年の災害対策基本法の

改正を受け、今後すべての避難行動要支援者に

関して、避難時に支援をしていただける方や避

難場所への移動方法などを記載した個別避難計

画を作成することとしている。現在、避難行動

要支援者等支援体制検討会を設置し、効果的、

効率的な計画の作成に向け、協議を行っている

ところであり、本年度、ケアマネジャー等福祉

専門職が計画を作成するモデル事業を行う予定

である。  

16 〔地域団体と学生の連携〕に

関して 

 町会等の地域団体と学生が連

携し、様々な活動をすること

は、地域の活性化につながると

思うが、市としてそのような取

り組みを推進することは考えて

いるか。 

 

 

（市民局長）  

学生向けの事業として、協働のまちづくりチ

ャレンジ事業に学生部門や団体連携部門を設

け、学生の地域活動を推進しているほか、学生

たちの雪かきボランティア事業でも、地域との

連携を支援している。  

また、金沢まちづくり学生会議が行う事業に

おいても、地域の商店街などのイベントへの学

生団体の参加を推進しており、学生の皆さんに

は、引き続き、積極的な地域活動への参加と地

域団体との連携をお願いしたい。  

17 〔地域コミュニティ活性化事

業〕に関して 

 地域コミュニティ活性化事業

に取り組む町会等数について、

目標 15町会に対し 1町会上回る

実績となり、令和 2年度よりも

大きく増加したが、具体的にど

のような対策を取り組まれて、

実績に繋がったのか、地域コミ

ュニティのユニークな取り組み

の具体例などがあればあわせて

 

 

（市民局長）  

 令和３年度は、６月からの事業に間に合うよ

う４月から５月にかけて募集を開始した。さら

に、６月から７月にかけて２次募集も実施する

ことで、１次募集に間に合わなかった団体につ

いても対応できるようにした。  

 令和４年度も同様の募集方法としており、１

次募集で13件、２次募集で９件の申請をいただ

いている。  
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伺いたい。 特色のあるユニークな事業としては、御当地

ソングや地域情報誌を作成した事例や、駅前広

場を活用した朝市や移動販売車の店舗開設など

のイベント実施などが挙げられる。  

18 〔フレイルサポーター育成〕

に関して 

 フレイルサポーター育成につ

いて、様々な市民参加によるボ

ランティア活動が、行政経営の

市民協働のベースとして実施さ

れていることが報告資料から見

て取れるが、近年コロナの問題

と隣合わせで、特に人材育成よ

りも実際のボランティアをする

側と受ける側コミュニケーショ

ン の 場 を 設 け る こ と の リ ス ク

（対面、接触等）また、景気の

落ち込みや経済不安からボラン

ティア人員の確保も課題である

のではないか。その点について

withコロナの観点から、特にフ

レイルサポーターの設置、人材

育成について改めて改善されて

いるまたは、今後改善予定の事

等があれば伺いたい。  

 

 

（福祉健康局長）  

 フレイルサポーター養成講座については、新

型コロナウイルスの感染拡大に伴い、中止が続

いていたが、身体の接触を伴う一部の実技につ

いては、サポーターをモデルとした動画の視聴

に変えるなど、感染防止に配慮して、今年３月

より再開したところである。  

参加者の募集については、チラシやホームペ

ージなどの一般的な広報とともに、フレイルサ

ポーターが知人や近隣住民に積極的な声掛けを

行っており、着実に参加を得ていることから、

今後、養成人数は増えていくものと考えてい

る。 

また、８月にオープンする新しい泉野福祉健

康センターでは、フレイル予防事業の拠点とし

て新たに健康スタジオなどを設置しており、こ

こを活用して、フレイルサポーターによる普及

啓発イベントやフレイルチェック体験講座など

を展開し、養成したサポーターの活動の場を広

げ、技能の向上を図ることとしている。  

19 〔学校給食費の公会計化〕に

関して 

 「 2143 学校給食費の公会計

化」について、学校給食費の公

会計化が実施されているが、現

時点で予想外の大きなトラブル

が無いか、学校側からの現場の

声はどうかも含めて伺いたい。  

 

 

（教育次長）  

 本年４月から、新たな収納管理システムを導

入し、学校給食費の公会計化を本格実施してお

り、新システムによる食数の調整や発注作業な

ど、操作に慣れていなかったことから、各学校

でも一定の負担感があったが、月々の給食費の

徴収業務が不要となったことにより、教職員の

業務負担が大きく軽減できたと報告を受けてい

る。 

また、保護者からは、コンビニエンスストア
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No 委員の意見要旨  回答要旨  

やスマートフォンでの給食費の納付が可能にな

り、利便性が向上したとの声が寄せられてい

る。 

今後とも、学校と連携し、わかりやすい操作

マニュアルを作成するとともに、必要に応じて

システムの運用改善を検討するなど、教職員の

事務負担の軽減に取り組んでまいりたい。  

20 〔地域コミュニティの活性

化〕に関して 

「地域コミュニティの活性化」

の狙いを教えてほしい。特に以

下のポイントが知りたい。  

・地域コミュニティが活性化す

ることで、どのような効果が

あると考えているのか。  

・現状の地域コミュニティは活

性化している状態にないの

か。 

 

 

（市民局長）  

金沢市は戦災に遭っていないこともあり、古

くからの地域コミュニティが継続して残ってい

るという特色がある。その中で、災害時におけ

る住民の安否確認等による被害の軽減などに

は、地域住民等の相互の協力と支え合いによる

共助の取り組みが不可欠であり、その土台とし

ての地域コミュニティの重要性が一層増してい

るものと考えている。地域コミュニティの活性

化については、市が様々な支援を実施していく

ことで、引き続き取り組んでいきたい。 

地域コミュニティの現状については、地域に

よって差が大きく、活発に活動している地域も

あれば、そうではない地域もあると認識してい

る。 

21 〔町会加入の促進〕に関して 

「4 町会加入の促進」につい

て、 

・そもそも町会加入率の減少原

因は何か。  

・各施策はその原因に対しての

対策となっているか。  

 

（市民局長）  

 町会の加入率の減少要因として、集合住宅に

入居する世帯の増加のほか、同一住居内での世

帯分離の増加などが影響しているものと捉えて

いる。 

一般住宅においては、町会として把握が難し

い世帯分離で増加した世帯等を除けば、概ね町

会に加入しているものと認識していると町会か

らは聞いているが、学生アパートなど集合住宅

の一部では、町会に加入していないところもあ

るなど、住民基本台帳ベースの世帯数と町会加

入世帯数に開きが生じている状況であると考え

ている。  
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引き続き、不動産関係団体と連携し、集合住

宅の町会加入促進を図るとともに、本市に転入

する方に、町会加入パンフレットと加入連絡票

を市民課・市民センターで配布し、加入世帯数

の増加につなげていきたい。  

加えて、町会連合会が第一本庁舎に設置して

いる地域コミュニティサポートデスクでの、町

会の加入促進等、相談業務の充実についても、

町会連合会と協力して取り組んでまいりたい。  

22 〔里親制度〕に関して 

 「 16 里親登録者数（累計）」

について、里親制度自体の周知

は ど の よ う に 実 施 し て い る の

か。そもそも里親制度について

知っていなければ、受け入れ側

も選択肢に入れることができな

い。家庭環境によらず、なるべ

く子どもに公平な機会が与えら

れるための重要な制度だと思う

ので、知りたい。  

 

（こども未来局長）  

 里親制度の周知として、金沢市公式ホームペ

ージにおいて、里親制度のパンフレット及び児

童相談所と連携して里親の相談や研修等を行う

里親支援機関の案内リーフレット、厚生労働省

ホームページへのリンク及び制度に関する問い

合わせ先等を掲載している。  

また、金沢かがやき発信講座における里親制

度に関するテーマの設置や、厚生労働省の定め

る里親月間である10月に市立図書館との協働で

里親制度の啓発ポスター・パンフレット及び図

書館司書推薦図書の展示を実施している。  

その他、研修会やイベント等においてパンフ

レットや啓発カードの配布等を行い、広報・啓

発に努めている。  

23 〔地域コミュニティサポート

デスク〕に関して 

 地域コミュニティサポートデ

ス ク は 周 知 さ れ て い る か 。 ま

た、相談内容はどういったもの

があるのか。 

 

 

（市民局長）  

 金沢市町会連合会が運営する地域コミュニテ

ィサポートデスクについては、町会連合会の理

事会等を通じて各町会に、サポートデスクの活

用についてお知らせしているほか、市のホーム

ページにも掲載し、広く周知を図っている。  

また、令和３年度から、従前は学生のまち市

民交流館にあった相談窓口を第一本庁舎の市民

協働推進課内に移設し、利用者の利便性の向上

を図ったところである。 

サポートデスクに寄せられる相談内容につい
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ては、加入や脱退に関することのほか町会の設

立や会議等の運営に関すること、行政やその他

の団体との関係に関すること、町会費に関する

相談が多い。 

なお、令和３年度のサポートデスクへの相談

件数は令和２年度の３倍強になる約 1,000件であ

ったと報告を受けている。  

24 〔地域コミュニティ活性化事

業〕に関して 

 地域コミュニティ活性化事業

の応募状況はどうか。また、取

り組みに消極的な地域（町会）

に対する働きかけはしているの

か。 

 

 

（市民局長）  

応募状況については先の答弁で回答したため

割愛させていただく。  

取り組みに消極的な町会に対しては、事業は

各町会等が地域の実情に応じて主体となって行

うものであり、町会からの相談があればきめ細

かな対応を行っているが、個別の町会への働き

かけは、現時点では行っていない。  

25 〔デジタル技術に係るサポー

ト体制〕に関して 

 AIや ICT等のデジタル技術が

不得手で対応できない方に対し

て、どのようなサポート体制を

考えているのか。  

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 スマートフォンやタブレットの使い方を学び

たいという市民の方を対象に地域の公民館等に

おいて、国の認定を受けた指導者による「地域

スマートフォン講座」を昨年度からスタートさ

せている。  

昨年度は、20の公民館で延べ83回、1,204人の

方に参加いただき概ね好評であった。  

今年度も、公民館のご協力を得ながらできる

だけ多くの市民の方に参加いただき、デジタル

機器の使用に関するサポートを行ってまいりた

い。  

 

(2) 次期金沢市行政改革大綱の策定について  

No 委員の意見要旨  回答要旨  

1 

 

〔行政資源活用の最大化〕に

関して 

行政資源活用の最大化に関連

して、事業の効率化や事業効果

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 これまで行ってきた事務事業評価の評価基準
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を高めるために、各課の事業を

横断的に把握し、目的や対象者

が共通する事業同士をつなげて

コラボレーションのコーディネ

ートをするような人材・組織を

置くことはできないか。例えば

市民活動サポートセンターにそ

のような役割を持たせるのはど

うか。また、既にそのような取

り組みが行われているのであれ

ば、教えてほしい。  

の一つとして、当課において類似事業の有無に

着眼し、事業の統合・廃止等を進めてきた経緯

はあるが、委員ご提案のコラボレーションやコ

ーディネートにより、相乗効果を高めるという

視点は、これまでになかった考え方である。こ

れを、行政組織で実現するのか、事業のような

形で実現するのかということも含め、今後、プ

ランを具体化していく中で、検討していきた

い。 

なお、市民活動サポートセンターは、町会や

地域団体等の活動に対する支援、連携の促進に

より、団体活動の活性化や地域コミュニティの

充実を図るための施設と条例にも定められてい

ることからも、行政の様々な事業を横断的に把

握し、コーディネートする機能を担わせること

は、困難であるが、行政との協働を望む市民団

体の活動に対しては、行政との連絡や調整、団

体間の連携をコーディネートし、活動の実現性

や効果を高めるためのサポートを行っていると

ころである。  

2 〔企業戦略の概念〕に関して 

次期計画では、限られた資源

を最大限活用する「企業戦略の

概念」を取り入れるということ

であるが、行政と民間では求め

られる役割が違い、一律に民間

の企業戦略を取り入れると行政

運営に支障をきたす恐れがない

か 。 行 政 に お け る 企 業 戦 略 と

は 、 ど の よ う な こ と を 指 す の

か。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

 地方自治法では、各自治体の役割は、住民福

祉の増進を図ることであると同時に、その事務

処理は、最少の経費で最大の効果をあげるよう

努めなければならないと定められている。  

この基本のもと、限られた財源、マンパワー

をこれまで以上に最大限活用していくために

も、新しい計画では、これまでの削減・見直し

といった発想にとらわれず、民間の企業戦略等

において、広く活用されている、経営資源（ヒ

ト カネ モノ 情報）を最大限に活用し、サービ

スの質を高めるという考え方を取り入れること

とし、これに合わせ、名称も「行政経営プラ

ン」と改称したいと考えたものである。  

よって、民間が「利益」を求める企業経営の

全てを取り入れるものではない。  
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3 〔民間活力の導入拡大〕に関

して 

次期計画では、これまでに引

き続き民間活力の導入拡大に取

り組んでいくということである

が、具体的にはどのようなこと

に取り組んでいくのか。  

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 PPP／PFI 制度や指定管理者制度など、公共施

設の整備や管理運営に係る民間企業の参入機会

の拡大や、ネーミングライツ、ふるさと納税制

度といった、歳入の確保に直接つながる取り組

みの充実、民間企業との連携協定による新たな

サービスの提供など他都市において、民間活力

を取り入れた様々な取り組みが行われており、

改めて、そうした状況について、十分調査して

まいりたい。  

また、本市においても、例えば、指定金融機

関である北國銀行の新しい公金システムの開

発・導入にあわせ、本市の市税等の収納データ

の作成業務を金融機関に委託することで、銀

行・市、双方の事務負担軽減につながった事例

などもあることから、こうした実績も踏まえ、

様々な観点から検討を行い、本市にふさわしい

より多くの取り組みを、計画に盛り込んでいき

たいと考えている。  

4 〔行政資源、民間との連携〕

に関して 

「経営プラン」に呼称を変更

したことはわかりやすい。産学

民参加型のプランとしてぜひ進

めてほしい。  

・資源として「時間」の視点も

いれてはどうか。  

・産学民の役割を明確にして連

携していくことが必要ではな

いか。  

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 委員ご提案の「時間」については、時代の急

速な変化に対応するための、「スピード感」とい

った点や職員の働き方改革といった、「時間の使

い方」といった点からも、大変重要な視点だと

考えており、今回の案では、取り組み姿勢とし

て「スピード感」を取り上げさせていただい

た。ヒト・モノ・カネ・情報と同じく、重要な

視点であり、今後、プランを策定していく中

で、どのような位置づけとするか検討していき

たい。 

また、民間の秀でているものについては積極

的に活用していくことが重要と考えており、行

政と民間の役割を明確にした上で、どのように

連携していくかについて、新しいプランの中で
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検討していきたい。  

5 〔カーボンニュートラル〕に

関して 

行政経営プランにおいて、カ

ーボンニュートラルの積極的な

取り組みを進めてはどうか。  

 

 

（環境局長）  

 本市では、令和３年２月策定の金沢市地球温

暖化対策実行計画の中で、温室効果ガス排出量

について「2030 年度に 2013 年度比 30％削減」、

そして、「 2050 年度に温室効果ガス排出量実質

ゼロ」の各目標を掲げ、省エネ住宅の設置・省

エネ機器の導入の促進や再生可能エネルギーの

利用推進等に取り組んでいる。  

昨年度は、市長を本部長とする「ゼロカーボ

ンシティ推進本部」を立ち上げ、全庁的に温室

効果ガス排出削減に取り組んできた。  

また、本年３月には、同本部で策定した市有

施設の低炭素化指針において、公共施設の新

築、改築等の際に満たすべき環境性能を定め、

建築物や照明、空調等の設備、再生可能エネル

ギー設備などについて、設計段階で導入検討す

べき技術項目を示しており、引き続き、省エネ

ルギーに配慮した技術や再生可能エネルギー利

用設備等を積極的に導入することとしている。  

今年度はさらに、金沢市地球温暖化対策実行

計画で掲げる温室効果ガス排出量削減の数値目

標等の見直しや再生可能エネルギーの発電施設

の適正な導入についての条例制定の検討を行う

こととしており、引き続き、温室効果ガス排出

量の削減と公共施設の低炭素化推進を重要な柱

に据え、取り組んでいきたい。  

6 〔クマ対策〕に関して 

最近は市街地や集落周辺にお

いて頻繁にクマの出没情報があ

る。特に現状では里山に生息す

るクマの数が増えているとの事

であり、畑作業をしている人に

も 危 害 を 加 え る ニ ュ ー ス も あ

る。住民が安全で安心して暮ら

していく為にも、クマ檻の設置

 

（農林水産局長）  

 今年は特にクマの主要なエサであるブナが凶

作となることが予測され、７月６日に「ツキノ

ワグマ出没注意情報」が県から発令されたこと

から、市街地への出没増を危惧し、現在、猟友

会と連携して 35 基保有している捕獲檻を５基増

設し 40 基とし、出没の増加が想定される地域に

設置を予定している。  
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をこれまで以上に拡充して捕獲

するなど里山のクマの生息数を

激減させる取り組みをして頂き

たい。次期行政改革大綱も行政

経営プランに変えていくという

ことであるが、クマ対策につい

てはどのように盛り込んでいく

のか。  

また、クマの獣害防止対策として、人とクマ

のすみ分けを目的とした緩衝帯の整備、放置果

樹の除去などを地域と連携して実施している。

なお、今年度は放置果樹除去の支援対象を拡大

した。 

以上のことは、「金沢の農業と森づくりプラン

2025」に定めており、これに基づき今後も着実

に取り組んでいく。  

7 〔地球温暖化対策〕に関して 

「 SDGs・環境意識の高まり  

→  持続可能な公共施設の管理

運営」とあるが、地球温暖化が

もたらす気候変動で災害も多く

発生している中で、市としては

具体的にどのような目標を設定

し、どのような対応策を行って

いるのか。また、新たに策定す

る行政経営プランにおいて、地

球温暖化対策はどのように盛り

込んでいくのか。  

 

（環境局長）  

 本市では、令和３年２月策定の金沢市地球温

暖化対策実行計画の中で、最終的に「2050 年度

に温室効果ガス排出量実質ゼロ」の目標を掲

げ、省エネ住宅の設置・省エネ機器の導入の促

進や再生可能エネルギーの利用推進等に取り組

んでいる。  

この目標実現に向け、昨年度、市長を本部長

とする「ゼロカーボンシティ推進本部」を立ち

上げ、全庁的に温室効果ガス排出削減に取り組

んできた。  

特に、学校体育館の照明約 3,200 灯の LED 化

やペーパレス化の徹底による令和元年度比でコ

ピー枚数の 30％削減など、積極的に取り組んで

きたところである。  

さらに、今年３月にゼロカーボンシティ推進

本部で策定した市有施設の低炭素化指針では、

公共施設の新築、改築等の際に満たすべき環境

性能を定め、建築物や照明、空調等の設備、再

生可能エネルギー設備などについて、設計段階

で導入検討すべき技術項目を示しており、省エ

ネルギーに配慮した技術や再生可能エネルギー

利用設備等を積極的に導入するなど、 引き続

き、温室効果ガス排出量の削減と公共施設の低

炭素化推進を重要な柱の１つとしていきたい。  

8 〔学生の意見〕に関して 

現状、学生が行政に対し意見

を言えるような場所があまりな

いと感じている。学生や若者の

 

（都市政策局長）  

 今般、若い世代が金沢のまちに愛着を持つと

ともに、まちづくりへの積極的な参画を促すた
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意見を行政に伝えることができ

るような機会があれば、方針２

「共創の質を高める」につなが

ると思うため、次期行政改革大

綱にそのような取り組みを盛り

込んではどうかと思うが、いか

がか。  

め、「未来へつなぐ金沢行動会議」を設置するこ

ととした次第である。  

今月より会議の委員として、 18 歳から 40 歳未

満の学生や社会人など、20 名程度の公募を開始

しており、金沢のまちづくりに関心のある方々

の参加をお願いしたい。 

会議では、ワークショップなどを通して、ま

ちづくりへの思いやアイデアを話し合うほか、

提案のあったアイデアの実践にも取り組んでい

きたいと考えており、若い世代の意見の、施策

への反映につなげていきたい。  

9 〔若者の定住促進〕に関して 

人 口 減 少 ・ 少 子 化 が 進 む 中

で、若者の定住促進を進めてい

く必要があり、次期行政経営プ

ランにもそのような視点が必要

で あ る と 思 う 。 魅 力 的 な 企 業

（ も し く は 仕 事 ） が あ る こ と

が、若年層、中年層の地域への

定 住 の 条 件 の ひ と つ だ と 思 う

が、魅力的な企業が金沢に増え

るために実施している施策があ

れば教えていただきたい。  

 

（企業立地課長）  

 地元の雇用拡大につながる企業誘致では、令

和２年度から第５次安原異業種工業団地を造成

し、本市ものづくり産業の推進に寄与する製造

業や卸売業など 19 社の企業が進出している。  

また、金沢テクノパークでは、本年度、投資

意欲が旺盛な企業の立地ニーズに応えるべく、

新たにオーダーメイド方式による用地の分譲や

対象業種を拡大し、さらなる企業の進出を促進

している。  

また、働きやすく子育てに優しい労働環境の

向上を目指し、ＩＣＴを活用したテレワークな

どのスマートワークの導入に取り組む企業や、

男性育児休業の取得促進に取り組む企業に対し

て支援を行っている。  

加えて、新たな産業の創出と未来で活躍する

人材の輩出に向けては、金沢市新産業創出ビジ

ョンを策定し、昨年度開設した「金沢未来のま

ち創造館」を拠点に、進展著しいデジタル技術

等を活用した新ビジネス創出やスタートアップ

企業・起業家の成長支援、プログラミングなど

の子供達の独創力を育成し、次世代で活躍でき

る人材の育成に取り組んでいる。  

引き続き、本市への若年層の就業や定住に向

けて、総合的に各種施策に取り組んでいきた

い。 
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10 〔行政経営プランの記載事

項〕に関して 

次 期 行 政 経 営 プ ラ ン に お い

て、以下の点が分かるとありが

たい。  

・取り組みの狙い (その取組を実

施することで、どのような成

果が得られるのか？ ) 

・取り組みに対する予算  

・取り組みに対する計画  

・取り組みの優先順位（もしあ

れば）  

 

 

（デジタル行政戦略課長）  

 新たに策定する行政経営プランでは、他都市

の優れた事例も参考にしながら、市民の皆様に

よりわかりやすい計画としたいと考えており、

計画に掲げるそれぞれの取り組みの狙いや成

果、進捗状況等を分かりやすくお示しできたら

と思っている。  

一方、予算は、各年度に、市役所全体にかか

る歳入・歳出の全てを議会にお諮りして初めて

確定するといった法的な制限があることや、ま

た、様々な部署で、様々な施策を一つ一つ取り

組むことで計画の達成をめざしていくという計

画の特性から、未来の予算額や取り組みの優先

順位を明記することは今のところ考えていな

い。 

11 〔協働・共創〕に関して 

協働という言葉は浸透してい

るのか。また、新たに共創とい

う言葉を使った意図は。  

 

（デジタル行政戦略課長）  

 本市では、これまで培われてきた公私協働の

土壌を守り育てながら、市民主体のまちとし

て、発展し続けていくために、平成 17 年に、い

わゆる「協働推進条例」を制定し、市民と市と

がそれぞれの果たすべき役割を自覚しながら、

対等の立場で協力し合い、補完し合う「協働」

の定義を明確化し、３次にわたる「協働推進計

画」を策定するとともに行政改革大綱の「柱」

にも位置づけることで、その周知と各種協働施

策を推進してきたところである。  

今般、少子高齢社会が進展する中で、行政サ

ービスを持続可能なものとしていくためにも、

市民や企業、他の自治体など多様な主体との更

なる「協働」の推進が必要と考え、一般的に、

行政施策の企画立案段階から多様な主体に参加

いただき、協働で実践していくまでの幅広い意

味を合わせ持つ「共創」という言葉を今回のプ

ランの案で示したものである。  

 


